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第 1節	
 非営利組織は市場志向であるべ

きか  

	
 本稿では、マーケティング論において議

論される市場志向(Market Orientation)研
究に焦点を当てながら、市場志向が非営利

組織においても必要とされるものであるか

どうか、あるいは必要とされるのであれば、

どういう意味を持つのかについて考察する。

特に本稿では、市場志向研究の知見を非営

利 組 織 に 対 し て 応 用 し よ う と し た

Gainer&Padanyi(2005)の研究を検討しつ
つ、彼らが示した市場志向的行動が市場志

向的文化を作り出し、顧客満足につながる

ということについて、再解釈を行うことに

したい。	
  
	
 我々のみる限り、非営利組織のマーケテ

ィング活動は、旧来的な営利組織一般のマ

ーケティング活動とは異なった側面がある。

それは、今日では営利組織一般においても

重要な課題となっているが、どちらの活動

でも、決して明確な方針が与えられている

というわけではない。端的に言えば、顧客、

あるいは顧客のニーズをどのように概念と

して捉えればよいのか、マーケティングの

本質にもかかわるこの問題を考える必要が

ある。 
 
第 2節	
 市場志向研究の展開  

	
 簡単に市場志向研究の展開を確認してお

こう。市場志向とは、初期の研究として位

置づけられる Kohli&Jaworski(1990)にお
いて、次のように定義されている。市場志

向とは、市場知識、あるいは現在の顧客や

未来の顧客のニーズに関する情報の組織規

模での生成(Generation)、部門間を横断す
る情報の普及(Dissemination)、そしてそれ
に 対 す る 組 織 規 模 で の 反 応

(Responsiveness)である1。Kohli らは、市
場志向に関するこうした定義を企業へのヒ

アリングを通じて抽出し、その後、

Jaworski&Kohli(1993)において経験的な
テストを行っている。 
そうした彼らの研究結果によれば、市場

志向は、情報生成、情報普及、（情報）反応

                                                   
1 Kohli&Jaworski (1990)、pp.4-6。 

図１．市場志向と企業成果の関係	
 
Jaworski&Kohli(1993)、p.55を元に著者作成。 

トップ	
 マネジメン
ト 

 
・強調 
・リスク回避（－） 

組織的システム 
 
・集権化（－） 
・報酬システム 
 
 

部門間ダイナミクス 
 
・コンフリクト（－） 
・コネクション 
 

市場志向 
 
・情報生成 
・情報普及 
・反応性 
 

従業員 
 
・組織的コミットメ
ント 
・団結心 

 
 

企業成果 
 

環境 
 
・市場の混乱性 
・競争の苛烈性 
・技術的な混乱性 
 



ISSN:2187-0926 
Open Journal of Marketing,2011-1. 

2 
 

性の 3 つの下位概念から構成される。これ
らの市場志向は、組織的な先行要因によっ

て影響を受けて形成され、企業成果や従業

員に対して影響を与える。なお、市場志向

と企業成果の関係については、環境などの

モデレータ要因によって結果が変わる。そ

の基本的な枠組は、図１に示されるとおり

である。 
	
 これに対し、同時期にやはり市場志向の

研究を始めた Narver&Slater(1990)では、
もう少し異なった形で市場志向が捉えられ

ている。彼らによれば、市場志向とは、バ

イヤーに対して優れた価値を生み出すため

に必要な行動を最も効果的・効率的に生み

出し、それゆえ同時に、ビジネスにおける

優れた成果を持続させる文化である2。そし

て、具体的には、市場志向は、顧客志向

(Customer Orientation) 、 競 合 志 向

                                                   
2 Narver&Slater(1990)、p.21。 

(Competitor Orientation)、部門間調整
(Interfunctional Coordination)から構成さ
れる。 
市場志向に関する研究は、基本的に、大

きくこの 2 つの系譜が存在している。この
違いは、一つには、市場志向を行動的視点

で捉えるのか、それとも文化的視点で捉え

るのかという焦点の当て方による3。行動的

視点においては、市場知識を生み出し、普

及させ、そして反応するという組織的な活

動 に 注 力 が 置 か れ る 。 ま さ に 、

Kohli&Jaworski(1990)に始まる一連の研
究 、 Jaworski&Kohli(1993) 、 Kohli et 
al.(1993)がこれに該当する。これに対し、
文化的視点では、市場志向を伴う行動を可

能にさせる組織的な規律や価値観に焦点が

当てられる。こうした研究は、特に

Deshpandé&Webster(1989)による問題提

                                                   
3 Homburg&Pflesser(2000)、p.449、Kirca et 

al.(2005)、p.24。 
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図２．市場志向の捉え方	
 
Narver&Slater(1990)、p.23を元に著者作成。 
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起や、Narver&Slater(1990)を一つの起点
として、Deshpandé et al.(1993)などによっ
て研究が進められていく4。 
	
 とはいえ、これらの研究系譜は、まった

く別のものというわけではない。むしろ逆

に、両者は、強調する視点こそ異なれ、そ

の全体的な方向性については一致している。

実際、Deshpandé et al.(1999)においては、
こうした市場志向を測定するために考案さ

れた 3 つの尺度が取り上げられ、比較分析
されることによって、その類似した性格が

明らかにされている5。Deshpandé らの分
析によれば、これらは少なからず独自に開

発されてきたものではあるものの、多企業、

多国籍のサンプルを元にした内的・外的妥

当性、それから信頼性について注目に値す

る類似性を有していたという6。とすれば、

これらの尺度は、細かい形での相違はもち

ろんあるものの、全体としての方向性につ

いては一致しているということになる。 
 
第 3節	
 市場志向と企業成果の関係  

初期の研究枠組みを基本的に踏襲しつつ、

これ以降の市場志向に関する研究は進めら

                                                   
4 なお、こうした研究については、特に

Homburg&Pflesser(2000)において、一つの包括
的な関係が検討されている。彼らは、市場志向

に関する規律や価値観といった文化的なものが、

情報生成、情報普及、反応性といった行動的な

ものを高めるのではないかと予想する。調査の

結果では、残念ながらその直接の関係は確認で

きなかったものの、間接的な効果については確

認されている（Homburg&Pflesser2000、p.457）。 
5 3つの尺度とは、Kohli&Jaworski(1990)を起点
として Kohli et al.(1993)によって精緻化される
K-J-K尺度、Narver&Slater(1990)によって用
いられた N-S尺度、それからこれらの尺度に企
業文化のインパクトを加味して作成された

Deshpandé et al.（1993）による D-F-W尺度で
ある。 

6 Deshpandé et al.(1999)、p.227。 

れていく7。その研究は現在では多岐にわた

り、Kirca et al.(2005)においては、市場志
向に関する研究のメタアナリシスが行われ

ている。彼らは、これまでの研究蓄積を今

一度洗い直し、その中にみられる相反する

研究成果に対して一つの帰結を与えようと

する。 
実は、彼らが指摘するとおり、いまや

KohliやNarverらによって始められた研究
は細かく分類・分析され、結果として精緻

化されているというよりも逆に、市場志向

の有効性をめぐっての混乱が現れ始めてい

る。例えば、これまでの研究の多くは、市

場志向は企業成果に対して望ましい影響を

与えるという帰結を導いてきた。それはま

さに、Jaworski&Kohli(1993)、Narver & 
Slater (1990)も示してきたとおりであり、
市場志向に関する研究の大前提であったと

いえる。にもかかわらず、今日では、市場

志向と企業成果に明確な関係がみられなか

ったり、場合によってはマイナスの影響を

与える可能性も指摘されるようになってい

る8。さらにいえば、市場志向そのものの議

論ではないとはいえ、よく知られた

Christensen(1997)によるイノベーション
のジレンマについての考察は、まさに企業

が市場志向であるがゆえに失敗してしまう

という問題を指摘したものであったとも理

解できる。とすれば、市場志向を研究する

上では、この問題にまず決着をつけなくて

はならない。 

                                                   
7 こうした諸研究については水越(2006ab)を参照
のこと。また、水越(2006a)、黒岩(2007)、嶋口
編(2008)では、日本における市場志向と企業成
果の関係に関する調査結果も明らかにされてい

る。 
8 Kirca et al.(2005)、p.24。 
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 調査の結果、彼らは、まずもって市場志

向と企業成果に望ましい関係がみられるこ

とを指摘する9。その上で、市場志向は、直

接企業成果に影響を与えるというだけでは

なく、革新性と顧客ロイヤルティ、質とい

ったものに影響を与え、それを通しても企

業成果に影響を与えることが明らかにされ

た。 
Kirca らの研究結果は意義深くあるが、

しかし一方で、彼らの研究においてはモデ

レータ要因の意義が依然としてはっきりと

しなかった10。このことは大きな問題を孕

んでいる。というのは、研究によって市場

志向と企業成果の関係についての結果が異

なるということについて、もっとも単純に

想定することができるのは、両者の関係に

影響を与えるモデレータ要因が別に存在す

るということだからである。実際、これま

で多くの研究は、このモデレータ要因の発

見に努めてきたともいえる。Kirca らの研
究でも、これらの先行研究の結果一覧がま

とめられている11。それによれば、市場環

境の混沌度や競争の激しさ、さらには技術

的な混沌度といったモデレータ要因につい

て、それぞれ、肯定的帰結と否定的帰結が

混在している。 
あるいは、Kirca らが修正モデルで示し

ているように、市場志向と企業成果の間に

は、両者を結びつける媒介変数が別に存在

しているのかもしれない。こうした媒介変

数に関する研究も蓄積が進んでいる。特に、

Kirca らが示した革新性(Innovativeness)
といった変数については、それこそが市場

                                                   
9 Kirca et al.(2005)、pp.26-27。 
10 Kirca et al.(2005)、p.36。 
11 Kirca et al.(2005)、p.36。 

志向と企業成果の間をつなぐミッシングリ

ングなのだという認識の下、Han et 
al.(1998)らによっても研究が行われている。
ま た 、 こ れ と は 少 し 別 に 、

Slater&Narver(1995)では、いわゆる組織
学習を媒介変数とすることで問題の解決を

図ろうとしている。これらは、いずれも市

場志向と組織内の活動を結び付けようとし

ている点において興味ある展開ではあるも

のの、いずれも最終的な結論には至ってい

ない。 
	
 モデレータ要因や媒介変数がはっきりし

ないとすれば、場合によってはそもそも問

われなくてはならないのは、市場志向それ

自体の概念の妥当性である。例えば Kohli
らの研究と Narver らの研究では、市場志
向の捉え方について少なからぬ相違があっ

た。Deshpandé et al.(1999)の分析結果では、
これらの違いは決定的なものではないとさ

れていたものの、こうして研究が進むにつ

れてみえてくるのは、やはりそれら概念自

体の妥当性である。 
 
第 4節	
 非営利組織における市場志向研

究  

	
 こうした多くの研究を踏まえながら、

Gainer&Padanyi(2005)では、非営利サービ
ス組織を対象にして、市場志向と成果の関

係が考察されている。彼らの分析は、端的

に非営利組織を対象としているということ

はもちろん、それに関連して、通常の市場

志向研究とはやや異なったモデルを想定し

ているという点において興味深い12。 
                                                   
12	
 あるいは、Kennedy et al.(2003)では、市場志
向はいかにして形成されていくのかという問題

のもと、主要な公立学校地区などを対象とした調

査が行われている。その中では、市場情報が客観
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彼らによれば、市場志向研究では、文化

的視点の研究と行動的視点の研究、さらに

はそれらを組み合わせた研究が存在してき

たが、その一方で、両者の因果関係につい

てはあまり明らかにされてこなかった。確

かに、先に見てきたように、二つの視点の

研究は、分析上は同じものであると考えら

れてきた経緯もあるとともに、むしろ重要

なことは、これらの市場志向と成果の結び

つき、その媒介変数にあると考えられてき

た。それゆえ、文化的視点と行動的視点の

関係については、似ているという以上の考

察は行われてこなかった。だが、今や、改

めて概念自体の妥当性が問われている。そ

こで彼らは、文化、行動、成果の関係を非

営利組織を対象に分析し、行動が文化の媒

介を経て成果に結びつくことを示す。 
	
 もちろん、非営利サービス組織を対象に

調査を行うに際しては、通常の営利企業に

対する調査とは異なる留意点がある。彼ら

によれば、第一に、非営利組織では、顧客

が多様に存在しうる。依頼者、納税者、あ

るいは政策立案者、それぞれが顧客となり

えるというわけである。第二に、非営利組

織では、成果の測定が困難である。営業利

                                                                        
的に存在するという認識を批判的に捉え、組織側

の必要な既存知識との結びつきが重要であるこ

とが指摘される。 

益というわけにはいかない。満足度や、パ

ブリックオピニオンの数などが利用される

ことになる。 
	
 彼らの調査では、カナダにおける 1958
の社会福祉事業、コミュニティー支援ある

いは美術関係のエグゼクティブディレクタ

ーが対象とされた。成果については自己評

価となるが、この点は先行研究においても

同様の方法がとられているとする。最終的

に 1805企業へサンプリングが行われ、559
サンプルが回収された。これらから、5 万
ドル以下の活動予算しか持たないサンプル

が除外され、最終的には 453サンプルが分
析に用いられる。 
	
 市場志向の文化的側面については、

Narver&Slater(1990)たちの指標が用いら
れ、行動的側面については、Kohli et 
al.(1993)の指標が用いられた。ただし、非
営利組織への適用に際して文言を修正し、

測定後の信頼性分析などを通じて、指標の

選定が行われている。特に、行動的指標に

ついて、反応性に関する 9 項目がすべて排
除されている点には留意する必要がある。

顧客満足の過去五年間の成長と競合他社と

の比較については、彼ら自身の研究をもと

にした指標が利用された。 
これらを組み合わせた分析の結果、文化

市場志向の 
活動 

市場志向の 
文化 

満足度の 
成長 

満足度の 
成長 

図 3．非営利組織における市場志向の活動－文化－顧客満

足	
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が行動に影響を与え、さらには満足に影響

を与えるというモデルよりも、行動が文化

に影響を与え、そして満足に影響を与える

モデルの方が説明力が高いことが示された。

この帰結から、彼らは、非営利組織を中心

にした活動では、文化を生成するよりもま

ずは市場志向の行動から入ることが成果に

結びつくとしている。 
	
 彼らの議論は、端的に行動の方が文化に

先行するという点で興味深いが、詳細に検

討すれば、大きく 2点で議論が必要となる。
第一に、文化的次元と行動的次元の因果関

係を問うということ自体が、いささか戯画

的である。これは、項目をみればわかると

おり、研究上の操作的要素が強い。また、

顧客満足についても自己評価を用いており、

客観性には疑問が残るといえるかもしれな

い。もちろん、こうした限界は、彼らの研

究の意義でもあったことは言うまでもない。

統計上は類似しているとされてきた二つの

指標を改めて分割し、その関係を問い直す

ことが目的だったからである。それゆえ、

むしろ問うべきは第二の点として、彼らの

研究では、せっかく非営利組織を対象とし

たことの含意が明示されていない。限界と

しても述べられているが、今回の結果が非

営利組織を対象にして得られたということ

について、何を考えるべきかはより問われ

る必要がある。以下では、行動が文化を作

り出し、結果として顧客満足にもつながる

という点について、非営利組織という側面

から考察を行うことにしたい。 
 
第 5節	
 非営利組織のマーケティングへ

の含意  

	
 彼らの研究成果を素直に理解しよう。す

なわち、カナダの調査結果では、非営利サ

ービス組織について、市場志向の行動が市

場志向の文化に影響を与え、ひいては顧客

満足にも影響を与えることになる。なぜだ

ろうか。 
	
 行動という具体的な活動が、一見すると

行動を規定することになる文化を作り出す

という視点は、直感的には逆転している。

まずは市場志向の文化が存在し、その中で

実際の行動が生じるように思われるからで

ある。その上で、もちろん行動が再び文化

を再生産していくという循環プロセスに入

るだろう。 
	
 だが、彼らの研究では、文化から行動へ

と入るモデルははまりがよくない。この点

を、非営利組織の特性という点から再解釈

してはどうかと思うのである。すなわち、

Gainer&Padanyi たちが自身で指摘してい
たように、非営利組織においては、顧客の

特定が困難であり、また成果の特定も困難

となる。 
これらの困難性は、端的に、マーケティ

ング活動の基礎が不安定であることを示唆

しているようにみえる。マーケティングの

目標たる顧客、もっと端的に言えば顧客の

ニーズがはっきりとしておらず、あるいは

複数にまたがっており、それゆえにという

べきかもしれないが、成果もまた不安定に

なっているのではないだろうか。 
これらの特徴は、我々の見る限り、非営

利組織では旧来的なマーケティング自体が

困難となることを示している。だが一方で、

旧来的なマーケティングだけが、マーケテ

ィングというわけではない。むしろ、今日

においては、顧客のニーズがはっきりとせ

ず、売上や利益といったわかりやすい成果
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とは別の何かが、新たな成果として求めら

れる時代に入っていることは言うまでもあ

るまい。それは、営利組織においても同様

であろうが、この傾向は、非営利組織の特

徴そのものであるといえるわけである。 
	
 こういった状況において、彼らの研究成

果は、マーケティング「的」な行動こそが

第一に優先されるべきであるということを

示しているようにみえる。そこで求められ

るのは、少しデフォルメして言えば、顧客

のニーズそのものを突き止めるためのマー

ケティング活動というよりは、まずもって

あるマーケティング活動であり、活動の中

で顧客のニーズにも気づくというプロセス

であるように思われる。もちろん、それは、

マーケティング・リサーチを適用にやれば

よいということや、お題目としての市場志

向が大事だといっているわけではない。そ

うではなくて、実際の活動とその中での学

習を通じてこそ、求めるべき真の市場志向

が形成されるのではないかということであ

る。その意味では、彼らの分析に決定的に

抜けていたのは、Slater&Narver(1995)が
強調する学習や、Day(1999)のいう能力と
いう視点かもしれない。 
	
 活動を重視するという視点は、戦略論で

は Weick(1987)や Mintzberg(1987)を中心
に議論されてきた。Weick の有名な間違っ
た地図の話が示すように、間違った地図で

あっても、それが行動を起こす契機とさえ

なれば、あとは実際の行動の中で間違いは

修正され、なすべき道が見えてくる。だが、

ここでも重要なことは、間違いを修正する

契機であり、なすべき道を見出す組織とし

ての学びであろう。多くの場合、組織はそ

うした間違いに気づかないままに失敗して

いくからである。 
	
 おそらく、行動が文化に結びつくという

ことが意味しているのは、行動が修正され

て、市場志向の実現に向けて方向性がうま

く合わされていくということである。ただ

やみくもに繰り返せばいいということでは

なく、繰り返しの中で、何かに気づき、ま

た学んでいかねばならない。このように考

えれば、行動が文化という認識の枠組みに

影響を与えつつ、同時に、選択された行動

がすでに一つの価値の中にいることを示す

ことになるだろう。 
	
 行動が市場志向そのものを実現していく

プロセスについては、すでに前場(2011)に
おいて、八王子市の事例をもとに興味深い

分析が行われている。前場は、八王子市の

産業推進課の活動に注目し、彼らが中小企

業という顧客を相手に先行型市場志向の実

現を進めようとしてきたことを指摘する。

先行型市場志向は、Narver&Slater(2004)
によって提示された顧客の潜在ニーズを掘

り起こそうとする市場志向の在り方であり、

旧来的な反応型の市場志向の対をなすと考

えられる。前場は、この先行型市場志向に

注目し、そもそも存在しないかもしれない

潜在ニーズがいかにして掘り起こされるの

かを批判的に捉えなおす。そして、むしろ

市場志向に即した活動そのものが、潜在ニ

ーズ(のようなもの)を構築しながら事態は
進むと主張している。 
 
第 6節	
 市場志向研究から捉える非営利

組織マーケティング研究の意義  

	
 本稿では、非営利組織のマーケティング

活動に対して市場志向研究を応用しようと

した議論を考察してきた。この試みは、最
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終的には、非営利組織に特有の問題という

だけではなく、マーケティング研究や市場

志向研究全般につながっていくはずである。 
	
 繰り返して言えば、非営利組織のマーケ

ティング活動を考えた場合、顧客のニーズ

というマーケティングにとって最も基本的

な概念をそのまま利用することが難しい。

ニーズは多様であり(利害は対立し)	
 、ニー
ズは存在しないかもしれず(漠然とならば
あるのかもしれない)、場合によっては、ニ
ーズに反することさえ(我々は未来の犠牲
になれるだろうか)、目的として設定しうる
からである。さらに、本稿では簡単に触れ

るだけにとどめたが、ニーズの問題に付随

して成果もまた特定が困難になることは言

うまでもない。このことは、特に市場志向

研究という観点からは、成果変数として何

を考えればよいのかという問題に直結する。 
	
 こうした問題を前提として、先行研究を

再解釈すれば、市場志向という行動を通じ

て、組織の文化(や目的)と顧客のニーズ(や
満足)が生まれていく可能性を見出すこと
ができる。それは、行動や実行を重視して

きた議論では繰り返し指摘されてきたこと

であはるが、我々の見る限り、それは単純

に問題を解決するというよりも、何が問題

であるのかさえ作り出しつつ、自らがその

回答となっていくようにみえる。嶋口他

(2008)の言葉を借りれば「創造的適応」の
プロセスを見てとることができるだろう。

もう少し敷衍して言えば、さまざまな活動

の中で、組織も、顧客も、それからそれぞ

れの目的やニーズも生じる。非営利組織の

マーケティングとは、まさにそうした活動

をしてあるように思われる。市場志向研究

を非営利組織に適用させるのならば、そう

した活動の中で目的やニーズが生じるプロ

セスやメカニズムが問えるのかどうかが問

題となろう。 
 
Gainer&Padanyi(2005)の質問項目の和

訳  

<市場志向の文化次元> 
(1) 私たちはクライアント/顧客にコミット
メントを表明します。 
(2) 私たちは、クライアント/顧客に見合う
価値を創造します。 
(3) 私たちは、クライアント/顧客の必要を
理解します。 
(4) 私たちはクライアント/顧客満足目的を
設定します。 
(5) 私たちはクライアント/顧客満足を測定
します。 
(6) 私達の職員は、私たちのクライアント/
顧客にサービスを提供する他の非営利団体

に関して、彼らが持っているあらゆる新し

い情報を共有します。 
(7) 私たちは、私たちのクライアント/顧客
にサービスを提供する他の非営利団体の行

動にすぐに応答します。 
(8) 私たちの最高経営者は、他の非営利団体
がクライアント/顧客に用いる戦略につい
て議論します。 
(9) クライアント/顧客との私たちの接触は
私たちの様々な部の間で調整されます。 
(10) 私たちは、部門の間でクライアント/
顧客に関する情報を共有します。 
(11) 私たちはクライアント/顧客に関して
部門の戦略を統合します。 
(12) 私たちの部はすべてクライアント/顧
客に見合う価値の作成に寄与します。 
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<市場志向の行動次元> 
(1) この組織では、私たちは、少なくとも何
がプログラムするか見つけ出す一年、活動、

あるいはそれらが今後必要とするサービス

に一度、クライアント/顧客に会います。 
(2) この構成では、私たちは、クライアント
/顧客上の多くの市場調査を行います。 
(3) プログラム、活動あるいはサービスの質
を評価するために、私たちは少なくとも一

年に一度クライアント/顧客を世論調査を
します。 
(4) 私たちは、周期的にクライアント/顧客
の操作環境の変化の有望な影響を調査しま

す。 
(5) クライアント/顧客に関係するトレンド
とサービス開発について、少なくとも四半

期に一度は部門間でミーティングを行いま

す。 
(6) 私たちの組織のマーケターは、他の職能
別部署と私たちのクライアント/顧客の将
来の必要について議論して時間を過ごしま

す。 
(7) クライアント/顧客満足上のデータは、
この組織のすべてのレベルで定期的に流布

します。 
 
<顧客満足の過去五年の成長度> 
(1) あなたの組織が提供するプログラム、活
動あるいはサービスの内容に対するクライ

アント/顧客満足のレベル 
(2) あなたの組織が提供するプログラム、活
動あるいはサービスの質に対するクライア

ント/顧客満足のレベル 
(3) あなたの組織が提供するプログラム、活
動あるいはサービスの価格・コストに対す

るクライアント/顧客満足のレベル 

(4) あなたの組織が提供するプログラム、活
動あるいはサービスの友好性に対するクラ

イアント/顧客満足のレベル 
(5) あなたの組織のプログラム、活動あるい
はサービスがクライアント/顧客ニーズあ
るいは興味を満たす程度 
 
<顧客満足の競合との比較> 
(1) あなたの組織がそのプログラム、活動あ
るいはサービスに課す価格・コストに対す

るクライアント/顧客満足のレベル 
(2) あなたの組織が提供するプログラム、活
動あるいはサービスの有効性に対するクラ

イアント/顧客満足のレベル 
(3) あなたの組織が提供するプログラム、活
動あるいはサービスのアクセシビリティに

対するクライアント/顧客満足のレベル 
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